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１ 計画の策定にあたって 

（１）計画策定の趣旨 

日本の高齢者人口（６５歳以上の人口）は近年一貫して増加しており、２０２５年（令和

７年）には国民の４人に１人が後期高齢者となる超高齢化社会が予想されています。 

今後、急激に高齢化が進行する地域もあれば、高齢化がピークを越える地域もあるなど、

人口構成の変化や介護ニーズ等の動向は地域ごとに異なります。こうした地域ごとの中長期

的な人口動態や介護ニーズの見込み等を踏まえて介護サービス基盤を整備するとともに、地

域の実情に応じて、地域包括ケアシステム※１の深化・推進や介護人材の確保、介護現場の生

産性の向上を図るための具体的な取組内容や目標を、優先順位を検討した上で、介護保険事

業計画に定めることが重要です。 

本町ではこれまでの高齢者福祉の取り組みとの連続性、整合性から令和３年３月に策定し

た利府町高齢者福祉計画・第８期介護保険事業計画の基本理念『共に支え合い 共に生きる

心ゆたかなまちづくり 利府」を引き継ぎ、高齢者が自らの能力と活力を十分に発揮し、住

み慣れた地域で個人の尊厳が守られながら自立した生活を送ることができる地域社会の構

築を目的として、「高齢者福祉計画」と「介護保険事業計画」を一体的に策定します。 

 

（２）計画の期間 

本計画の期間は、令和６年度を初年度とし、令和８年度を目標年度とする３年間を計画期

間とします。また、地域包括ケアシステム（P4参照）の深化・推進を一層図っていくととも

に、現役世代が急減する令和２２年（２０４０年）を見据えた中長期的な視点に立って施策

を展開します。 
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第９期 第８期 第１０期 第…期 

現役世代の人口が減少する令和 22（2040）年までを見据えた中長期的な視点に立った施策の展開 

※１ 地域包括ケアシステム…高齢者や障がい者等何らかの支援を必要とする人が、身近な地域で生涯を安心し

て暮らしていけるよう、保健・医療福祉・介護等の社会資源やマンパワー（人材

活力）を広く活用し、支援を要する人を地域社会全体で支えるしくみ。 

※２ 団塊世代…第一次ベビーブーム期（１９４７（昭和２２）年～１９４９（昭和２４）年）に生まれた世代。 

▲ 

団塊世代※２が 

７５歳到達 

▲ 

高齢者人口がピーク 

現役世代の人口減少 
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実績 推計

２ 利府町の高齢者について 

（１）高齢者人口 

高齢者人口について、特に７５歳以上の高齢者が年々増加すると見込まれます。ま

た、高齢化率についても年々上昇し、令和２２年に２８.８％となる見込みとなってい

ます。 

年齢４区分別人口及び高齢化率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：令和５年は、住民基本台帳（９月 30 日現在）令和６年以降は、総合計画の将来推計人口 

 

（２）要支援・要介護認定者 

要支援・要介護認定者数の推計をみると年々増加しており、令和８年に約１，５０

０人、令和２２年には２，３００人を超える見込みとなっています。また、介護度別

の割合については、令和２２年まで全ての介護度でほぼ横ばいとなっています。 

要支援・要介護認定者の推移と推計 
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資料：住民基本台帳（令和６年以降は、総合計画の将来推計人口）の人口と介護保険

事業状況報告（平成 30 年～令和５年までの各年９月 30 日現在）をもとに推計 

（％） 



3 

１ 

介
護
予
防
の
推
進
と 

地
域
包
括
ケ
ア
シ
ス
テ
ム
の
深
化 

２ 

継
続
的
な
高
齢
者
支
援 

・
介
護
サ
ー
ビ
ス
の
提
供 

３ 

高
齢
者
の
主
体
的
社
会
参
画
の
促
進 

３ 計画の体系 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

［ 基本理念 ］ ［ 方向性 ］・［ 施策 ］ ［ 基本目標 ］ 

共
に
支
え
合
い 

共
に
生
き
る 

心
ゆ
た
か
な
ま
ち
づ
く
り 

利
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２ 高齢者を支える地域の体制づくり 

１ 介護予防・生活支援サービスの充実 

（１） 介護予防・日常生活支援総合事業の推進 
（２） 地域づくりによる介護予防事業の推進 
（３） 一般介護予防事業の充実 
（４） 高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施の推進 

１ 介護サービスを支える基盤の強化 

２ 介護サービスの充実・強化 

３ 認知症施策の推進 

１ 高齢者が安心して暮らせるまちづくり 

２ 生きがいづくり活動の推進 

３ 社会参加の推進 

（１） 生活支援体制整備事業の推進 
（２） 地域包括支援センターの機能強化 
（３） 地域ケア会議の実施（介護保険事業） 
（４） 地域のネットワークづくり 

（１） 高齢者福祉事業の充実 

（２） 権利擁護の推進 

（１） 在宅医療・介護連携推進事業の推進 
（２） 介護人材の確保・育成 

（１） 介護サービスの質的向上 
（２） 介護保険制度の円滑な運営 

（１） 認知症への理解を深めるための普及・啓発の推進 
（２） 認知症の早期発見・早期対応支援の推進 
（３） 認知症の予防と共生 
（４） 認知症高齢者・家族への支援体制の整備 

（１） 生涯を通じた健康づくり事業の推進 
（２） 公共交通環境の整備 
（３） 高齢者のニーズに沿った多様な住まいの確保 
（４） 安心・安全対策の推進 

（１） 多様な学習活動の推進と活躍の場の確保 
（２） スポーツ・レクリエーション活動の推進 

（１） 高齢者団体の活動支援 
（２） 就労の場の提供 
（３） ボランティア活動への支援 

３ 日常生活への支援 
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４ 施策の展開 

基本目標１ 介護予防の推進と地域包括ケアシステムの深化 

少子高齢化が進行する中で、自身の能力に応じて、できる限り自立して暮らせるようにす

るためには、要介護状態や病気等の予防や、状態の悪化を防ぐ取組を地域で一体となって行

っていく必要があります。 

地域包括ケアの推進のためには、専門職が協働して地域におけるネットワークを構築し、

地域が抱える課題の解決に向け、包括的かつ継続的に支援していくことが重要となります。 

地域包括支援センターを中心とし、地域住民活動や関係諸機関等とのネットワークを形成

し、支援を必要とする人を適切な支援・サービスにつなげられるよう、総合相談事業を推進

し、ワンストップの体制強化を図るとともに、身体的・精神的及び経済的負担の面から家族

介護者支援に取り組みます。 

   

介護予防・生活支援 
サービスの充実 

高齢者を支える地域の体
制づくり 

日常生活への支援 

❶ 介護予防・日常生活支援

総合事業の推進 

❷ 地域づくりによる介護

予防事業の推進 

❸ 一般介護予防事業の 

充実 

❹ 高齢者の保険事業と 

介護予防の一体的 

実施の推進 

❶ 生活支援体制整備事業

の推進 

❷ 地域包括支援センター

の機能強化 

❸ 地域ケア会議の実施 

（介護保険事業） 

❹ 地域のネットワーク 

づくり 

❶ 高齢者福祉事業の充実 

❷ 権利擁護の推進 

地域包括ケアシステムの姿 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

方向性１ 方向性２ 方向性３ 

住まい 

病気になったら… 

医療 

地域包括支援センター・ 

ケアマネージャー 

いつまでも元気に暮らすために… 

生活支援・介護予防 

介護が必要になったら… 

介護 

● 日常の医療 

 (かかりつけ医、 

 地域の連携病院） 

● 急性期病院、亜急性期、 

  回復期、リハビリ病院 

● 相談業務やサービスの 

コーディネートを行います 

● 自宅 

● サービス付き 

  高齢者向け住宅等 

● 在宅系サービス 

● 介護予防サービス 

● 施設・居住系サービス 

● 老人クラブ 

● 自治会 

● ボランティア 

● ＮＰＯ等 
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基本目標２ 継続的な高齢者支援・介護サービスの提供 

今後も安定して質の高い支援・サービスの提供を維持していくことができるよう、人材や

資源の確保や提供体制の充実が重要となります。ますます多様化する福祉ニーズに対応する

ため、介護をはじめとした福祉人材の育成・確保の取組みを推進します。 

介護サービスの充実に関しては、介護保険制度等の周知の徹底やケアプランの点検等を行

い、サービス内容と費用の両面から捉えた介護給付費の適正化を行います。 

また、認知症施策の推進のためには、認知症の状態に応じて、適切な医療・介護サービス

を受けることができるよう早期診断・早期対応を促進するための相談支援体制の強化を図り

ます。 

   

介護サービスを支える 
基盤の強化 

介護サービスの 
充実・強化 

認知症施策の推進 

❶ 在宅医療・介護連携 

推進事業の推進 

❷ 介護人材の確保・育成 

❶ 在宅医療・介護連携推進

事業の推進 

❷ 介護人材の確保・育成 

❶ 認知症への理解を深め

るための普及・啓発の推

進 

❷ 認知症の早期発見・ 

早期対応支援の推進 

❸ 認知症の予防と共生 

❹ 認知症高齢者・家族へ

の支援体制の整備 

介護保険制度改革のイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

方向性１ 方向性２ 方向性３ 

地域包括ケアシステムの 
深化・推進に向けた取組 

● 地域共生社会の実現 

● デジタル技術を活用した 

     医療・介護情報基盤を整備 

● 保険者機能の強化 

 

地域包括ケアシステムを支える 
介護人材確保及び 

介護現場の生産性向上 

● 人材確保への取組の実施 

● 生産性の向上を推進 

 

介護サービス基盤の 
計画的な整備 

● 地域の実情に応じた 

サービス基盤の整備 

● 在宅サービスの充実 
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基本目標３ 高齢者の主体的社会参画の促進 

高齢者が住み慣れた地域社会の中で役割を持っていきいきと生活をするためには、高齢者

が長年培ってきた優れた技術や経験、知識等の持てる力を発揮できる活躍の場、社会参加の

場の確保と仕組みづくりの構築が必要です。 

さらに高齢者が家庭、地域、企業等社会の各分野において、積極的な社会参加を行えるよ

う、ボランティアなども含めた社会参加を促進するための施策を推進します。 

   

高齢者が安心して 
暮らせるまちづくり 

生きがいづくり 
活動の推進 

社会参加の推進 

❶ 生涯を通じた健康づく

り事業の推進 

❷ 公共交通環境の整備 

❸ 高齢者のニーズに沿っ

た多様な住まいの確保 

❹ 安心・安全対策の推進 

❶ 多様な学習活動の推進

と活躍の場の確保 

❷ スポーツ・レクリエー 

ション活動の推進 

❶ 高齢者団体の活動支援 

❷ 就労の場の提供 

❸ ボランティア活動への

支援 

 

 

５ 介護保険サービス 

（１）介護（予防）サービス 

● 訪問介護 

● 訪問入浴介護 

● 訪問看護 

● 訪問リハビリテーション 

● 居宅療養管理指導 

● 通所介護 

● 通所リハビリテーション 

● 短期入所生活介護 

● 短期入所療養介護 

（老健・病院等・介護医療院） 

● 福祉用具貸与 

● 特定福祉用具購入費 

● 住宅改修費 

● 特定施設入居者生活介護 

● 認知症対応型通所介護 

● 小規模多機能型居宅介護 

● 認知症対応型共同生活介護 

● 地域密着型特定施設入居者生活介護 

● 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 

● 看護小規模多機能型居宅介護 

（３）居宅介護支援・介護予防支援 

● 居宅介護支援 

● 介護予防支援 

（４）施設サービス 

● 介護老人福祉施設 

● 介護老人保健施設 

● 介護医療院 

（２）地域密着型（介護予防）サービス 

● 定期巡回・随時対応型訪問介護看護 

● 夜間対応型訪問介護 

● 地域密着型通所介護 

（５）介護予防・日常生活支援総合事業 

● 訪問型サービス（訪問介護・訪問型サービスＡ） 

● 通所型サービス（通所介護・通所型サービスＡ） 

● 介護予防ケアマネジメント 

  

方向性１ 方向性２ 方向性３ 
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６ 介護保険料 

６５歳以上の第１号被保険者の保険料は計画期間中の３年間の介護サービス等の給付見込

み量などを推計し、必要となる保険料額を算出し、町が定めています。 

令和６年度から令和８年度までの本町の介護保険料は、被保険者及びその世帯の町民税の

課税状況に応じて１３段階に設定しています。また、低所得者対策により、第１～３段階の保

険料率は各々軽減され、軽減分は公費により負担されます。 

所得段階 対 象 者 基準割合 
保険料 

（月額） （年額） 

第１段階 

・生活保護の方又は老齢福祉年金受給者で 

本人及び世帯全員が町民税非課税の方 

・本人及び世帯全員が町民非課税の方で、前年の合計所得金額

と課税年金収入額の合計が８０万円以下の方 

0.455 

（0.285） 

2,457 円 

（1,539 円） 

29,484 円 

（18,468 円） 

第２段階 
・本人及び世帯全員が町民非課税の方で、前年の合計所得金額

と課税年金収入額の合計が１２０万円以下の方（第１段階に

該当しない方） 

0.685 

（0.485） 

3,699 円 

（2,619 円） 

44,388 円 

（31,428 円） 

第３段階 
・本人及び世帯全員が町民税非課税の方（第１段階、第２段階

に該当しない方） 

0.69 

（0.685） 

3,726 円 

（3,699 円） 

44,712 円 

（44,388 円） 

第４段階 
・本人が町民税非課税の方で、世帯の中に町民税課税者が含ま

れており、前年の合計所得金額と課税年金収入額の合計が 

８０万円以下の方 

0.90 4,860 円 58,320 円 

第５段階 
（基準額） 

・本人が町民税非課税の方で、世帯の中に町民税課税者が含ま

れている方（第４段階に該当しない方） 
1.00 5,400 円 64,800 円 

第６段階 
・本人が町民税課税者で、前年の合計所得金額が１２０万未満

の方 
1.20 6,480 円 77,760 円 

第７段階 
・本人が町民税課税者で、前年の合計所得金額が１２０万以上

２１０万未満の方 
1.30 7,020 円 84,240 円 

第８段階 
・本人が町民税課税者で、前年の合計所得金額が２１０万以上

３２０万未満の方 
1.50 8,100 円 97,200 円 

第９段階 
・本人が町民税課税者で、前年の合計所得金額が３２０万以上

４２０万円未満 
1.70 9,180 円 110,160 円 

第１０段階 
・本人が町民税課税者で、前年の合計所得金額が４２０万以上

５２０万円未満 
1.90 10,260 円 123,120 円 

第１１段階 
・本人が町民税課税者で、前年の合計所得金額が５２０万以上

６２０万円未満 
2.10 11,340 円 136,080 円 

第１２段階 
・本人が町民税課税者で、前年の合計所得金額が６２０万以上

７２０万円未満 
2.30 12,420 円 149,040 円 

第１３段階 ・本人が町民税課税者で、前年の合計所得金額が７２０万以上 2.40 12,960 円 155,520 円 

※表中第１～３段階の（ ）内の数字は軽減後の保険料。 

 支援・サービスに関する問い合わせ先  
高齢者の総合相談窓口 

名称 電話番号 住所 

中央地域包括支援センター 022-353-7322 中央３丁目５-１ エスポワールヤマワ 102 号室 

北部地域包括支援センター 022-767-7677 しらかし台一丁目 1 番地 41(しらかし台集会所「夢民館」となり) 

問い合わせ先 
業務内容 名称 電話番号 住所 

保険料賦課 町民生活部 税務課 保険税係 022-767-2117 

利府字新並松４番地 
保険料徴収 町民生活部 税務課 収納整理係 022-767-2172 

資格認定・介護給付・ 

介護予防 
保健福祉部 地域福祉課 介護福祉係 022-767-2198 

高齢者福祉 保健福祉部 健康推進課 長生き支援係 022-356-1334 
青葉台一丁目 32 番地 

(保健福祉センター内)  


